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l  AP 日 C をどう見るか 

2  アジア太平洋地域と 国際貿易 

3  政府アクターを 中心とする視点、 

(1 ) オープン・リージョナリズム 

(2) APEC の対外関係 

4  民間アクターを 中心とする視点、 

(1 ) 民間アクタ一の 参加 

(2) 新しいアジェン ダ の登場 

5  結語 

l  APEC をどう見るか 

1989 年に 12 ケ 国体制で誕生したⅢ PEC は，次第にメンバー 数を増やし， 現 

在 では 21 の国と地域が 参加している ，・。 皿 ， EC として取り扱う 問題分野も創設 

当初なされていた ，「経済問題に 限る」という 合意から離れ ，若干方向転換の 

兆しを呈してきた。 例えば 2005 年秋に予定されている 定例閣僚会議では ，テ 

ロ対策や災害への 対応，人間の 安全保障などが 論題として掲げられ ，必ずしも 
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経済問題として 片付けられない 分野へと射程を 広げる状況にあ る， ) 。 

この間に APEC に関する研究もかなり 蓄積してきた。 雑誌論文データベース ス 

で Ⅱ， EC をキーワードとする 論文・記事を 検索してみると ，当初は APEC とい 

3 枠組みが暫定的なフォーラムにすぎないという 合意があ ったためか， 

1989 一 1990 年に発表されたものはほんの 数本にすぎないが ，・，その数は 年を 

追うごとに増加の 一途をたどってきている。 特に， 1993 年議長国の地位にあ 

った アメリカが ， Ⅲ， EC の発展形態として 太平洋共同体構想を 打ち出すととも 

に 非公式首脳会議を 実現させて以降， 皿 ， EC を題材にした 論文数は急増してお 

り， このころから 皿 ， EC が研究対象として 認知度を高めはじめたのではないか 

と 思われる。 

Ⅲ， EC について，その 起源，成果，役割，影響力，将来性など 多岐にわたっ 

て 学問的関心が 高まった背景には ，地域協力が 半ば諦められかけられていた ァ 

、 ジア太平洋地域で 突如実現したことに 加え，ポスト 冷戦期の地域秩序を 担うも 

のとして注目されたことや ， GATT 体制を補完，強化するものとして 期待され 

たことなど，当時のアジア 太平洋地域を 取り巻く国際環境が 多少なりとも 影響 

していたことがまず 指摘できよう。 他方，Ⅲ， EC の持っ独特の 制度形態が研究 

者たちの関心を 触発したことも 見逃すことはできない。 とりわけⅡ， KC が他の 

地域協力の枠組みとは 異なって，排他的性格をおびたり ，協調行動のために メ 

ンバーを拘束したりすることを 極端に嫌う傾向にあ ることは，国際空間の 形態 

に 関わる議論に 一石を投じている。 貿易の自由化ひとつを 見ても関税・ 3F 関税 

障壁の削減は 相互主義ではなく ，原則としてメンバーそれぞれが 独自の判断で 

範囲を決めて 一方的に実施しメンバー か 否かに関わらずその 恩恵に与れると 

いう ， 無 差別の原則が 適用されている。 また意思決定は 全メンバー の コンセン 

サス に よ るものとし合意事項の 不履行があ ってもⅡ， EC が強制力をもって 各 

メンバ一に履行を 徹底させることはない。 あ る目的を遂行するために ，一定の 

期間持続的にメンバ 一の行動や相互関係を 明示的あ るいは暗示的に 方向づける 

体系をここでひとまず「制度」と 措定すれば， APEC はきわめて緩やかな 制度 
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構築を行おうとしてきたと 言えそうだ。   。 ただ，そのような 緩やかな制度形態 

に多くの研究者たちが 関心を寄せてきたものの ，制度形態に 関する分析，評価 

の点では百家争鳴の 状況にあ る。 Ⅱ， EC の制度化に関する 論断の多くは ，歴史 

や国内外の状況など 諸制約の中で ，諸 アクターが合理的計算に 基づいて行動す 

るという原理に 足場を置いて 議論を進めている。 しかしその結論は 様々であ り 制度形態に対する 評価は賛否が 大きく別れている。 合理的選択の 原理に同 じ 2 

う に足場を置きっ っ も結論・評価に 遠いが生じるのは ， アクタ一間をとりまく 

諸制約をどこまでとらえようとするかという 点での相違であ り，個々の論者の 

関心に少なからず 影響されているためであ ることは改めて 言うまでもない。 そ 

ぅ であ るとすれば，果たして 皿 ， EC の制度に関し 論者たちはどのような 観点 

から接近しいかなる 判断を下してきたのだろうか。 虹 ， EC の制度化を考察す 

る 」 : でのスタンスの 違いについて 考察することが 本稿の 1 つめの目的であ る。 

既に述べたとおりⅡ， EC の関する研究は 膨大で，全 4 巻，約 1600 ぺ ー ジに及 

ぶ重要論文集が 出版されるほどまでになっている ，。 これらの論文に 全て目を 

通した上で APEC の制度化に対し 個々の論者がどのようなスタンスから 議論を 

展開してきたのかを 1 つ 1 つ 追っていくことは ，重要な作業ではあ るが現実聞 

題 として煩雑であ り， またそれが将来的な 議論の布石となるのかどうかも 疑わ 

し い 。 そこで， まずは本稿を ASRAN プラス 3 や東アジア共同体構想、 など， ア 

、 ジア太平洋の 地域秩序に関する 将来的な議論へとつなげる 研究ノートと 位置づ 

け ，作業を限定しょう。 本稿の 2 つのの目的は ，アジア太平洋地域で 国家を越 

える地域的な 枠組みが APEC だけにとどまらず 射程を広げてきている 今日， 

Ⅲ， EC の制度形態に 関する理論的視角を 整理することで ，アジア太平洋の 他の 

地域的枠組みを 見て い く上での叩き 台を提供することにあ る。 。 。 

さらに， 皿 ， EC の制度形態から 制約をうけるアクターという 点について言え 

ば，アクタ一の 種類を明確に 意識した制度論上の 整理はこれまでほとんどなさ 

れてこなかった。 APEC には国家政府エリートだけでなく 企業，投資家， NGO 

などいろいろな 種類のアクターが 様々な形で関わっており ，一定の制度形態で 
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あ ってもアクタ 一の種類によって ，その影響の 受け方には違いがあ ると思われ 

る。 そこで，各論者がどのようなアクターを 中心に見ているのかをもう 少し意 

識 的に把握する 必要があ るのかもしれない。 これまでなされてきた 皿 ， EC に関 

する分析の多くが 制度論によって 議論されてきたことを 重視するとしても ， そ 

こでは制度がどのようなアクターを 規定するのかという 点をもっとはっきりと 

自覚する 必 、 要があ ろう。 

APRC の制度化に関する 研究を整理する 方法としては ，昨今，現代の 国際経 

清 における非国家アクタ 一の重要な働きを 自覚して新しい 視角を提示してきて 

いる国際貿易論がヒントを 与えてくれそうだ。 本稿では，まず 国際貿易論の 近 

年の潮流の変化に 着目し制度化に 関する議論のスタンスを 大きく分ける 2 つ 

の視角   政府 ァ クターと民間アクターを 抽出する。 その上で次に ，政府アク 
タ一 と民間アクターそれぞれに 着目した，Ⅲ， EC の制度化に関する 議論の整理 

を行 う 。 その結果，政府アクターを 中心に見る場合と 民間アクターを 中心に見 

る 場合との間で ， Ⅲ， EC の制度形態に 関する見方に 違いが生じ， またそれが最 

近の東アジアの 新しい地域的枠組み 構想に影響を 及ぼしていることが 明らかに 

されよ う 。 

2  アジア太平洋地域と 国際貿易 

Ⅱ， EC は，アジア太平洋地域の 経済発展が開放的な 多角的貿易システムに 大 

きく依存しているという 共通認識のもと ，当初より自由貿易の 促進を唱え ，グ 

ローバル な 貿易自由化をその 議題の 1 つ としてきた，。 その前提には 国家ごと 

ム統 的な国際貿易理論に の 比較優位に着目した 伝統的な国際貿易理論があ る。 ド， 」 

よると，国家間の 生産配置と貿易パターンは ，ヘクシャーニオーリン・モデル 

のいう生産要素賦存比率の 違い，あ るいはリカード・モデルのいう 生産コスト 

の 違いによって 決定づけられる。 ヘクシャーニオーリン・モデルにおいてもリ 

カード・モデルにおいても 共に，生産と 交換による豊かさの 拡大に注目し 各 
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国が比較優位にあ る財に生産を 特化して貿易を 通じて交換を 行えば，そうしな 

かった場合よりも 利益を得ることができるというのであ る。 しかしこれらの 

モデルでは基本的にいまだ 経済交流の殆どない 鎖国のような 状態で生産費が 比 

べられているし 国家を単位とする 国民経済レベルでの 利益に基づいた 考量が 

なされる。 それゆえ，これらのモデルに 対しては，現代の 国境を越えた 経済交 

流を説明するのにどれだけ 有効なのかという 批判は強い。 しかし今日におけ 

る 東アジアの生産と 貿易のパターンを 一定程度説明する 能力を持っていること 

は 確かであ り， だからこそ伝統的国際貿易理論に 基づいて分析しょうとする 

人々も少なくない。 そこでは多国籍企業などの 民間 ァ クターが経済交流上， 無 

視 できない存在になってきているとはいいながらも ，国家政府や 国家によって 

形成される国際機構の 働きを重視する 姿勢が垣間見える。 

- 方 ，国際分業と 流通ネットワークの 重層化によって ，伝統的な国際貿易 理 

論 では十分に説明しきれないことも 次第に明らかになり ，企業の国際戦略に 注 

目した新しい 視座が確立されつつあ る。 例えばアジア 太平洋地域では ，生産 う 

イン全てを一国の 中に置くのではなく ，電子機械産業のように 詳細な工程ごと 

に 複数の国々に 分散させている 現象が散見される ，。 逆に業種によっては ， あ 

る 地理的範囲への 経済活動の集積が 大きくなるほど 生産コストが 低下するとい 

う，いわぬる 規模の経済性を 鑑みた生産のパターンも 発達しつっあ る " 。 さら 

に 企業は， これまで自らが 有してきた生産・ 流通の過程を 部分目りに自分の 活動 

として残しそれ 以外の部分は 他企業に任せる ，「内部化選択」も 行っている。 

この ょう な国際貿易論の 新しい視角を 概観してみると ，昨今の国際的な 経済交 

流は多国籍企業の 戦略が大きく 関係している 場合が少なくなく ，論者たちの 関 

心も民間のアクタ 一に移りっつあ る。 もちろん， これらの新しい 視角も国家な 

ど 公的セクターを 全く血税しているわけではない。 ただ，経済交流の 原動力が 

伝統的な視角では 国家など公的セクタ 一に担われているとするのに 対し新し 

い 視角ではあ くまでも私的セクタ 一の中にあ るとし国家は 私的セクタ一での 

活動をフォロ ー するものとして 見られているにすぎないというのであ る "   。 
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戦後，国家の 役割に特化した 分析が多くなされる 傾向が強かったアジア 太平 

洋地域での経済交流も ，近年，民間アクタ 一の活動という 点から考察が 進めら 

れてきている。 アジア太平洋地域では ， とりわけ日本，アジア NIEs, ASE ㎜ 
諸国の経済成長過程の 生産と貿易パターンが ，国家の「強い」経済政策と 企業 

の国際戦略を 両輪として展開されてきていたことを 考えると，Ⅲ， EC 論も国家 

の活動に特化した 議論だけ，あ るいは民間アクタ 一の活動を注視した 議論だけ 

を 個別に見ていく 方法ではもはや 不足であ ろう。 国家と民間アクターそれぞれ 

に着目した理論構造の 違いとその意味を 確認することが 必要になってきてい 

る 。 

3  政府アクターを 中心とする視点、 

(1 ) オープン・リージョナリズム 

第二次世界大戦後，停滞，貧困，専制なとの 渦巻く暗黒街だったアジアは ， 

1970 一 80 年代にかけて 一変した "   。 日本をはじめ ，アジア NIEs や ASEANV 言者 

国が「奇跡」とも 言われる経済成長を 記録したことについては 様々な説明がな 

されているが ", なかでもアジアの 発展の土台に 影響したものとしてアメリカ 

の 存在を軽視することはできない。 アメリカは，アジア 太平洋地域で 自国を車 

輪の中心と位置づける ，ハブ・アンド・スポークス 型の安全保障体制を 築く一 

万 ，アジア各国の 工業化政策を 成功へ導くための 連携を画策した "   。 なかでも 

アメリカによって 提供されたドルが 東南アジアから 日本への原材料輸入と 生産 

活動の促進に 用いられ， さらにアジア NIEs や ASEAN 諸国への資本移動が 進ん 

で アジアのボ白首成長を 触発した功績は 大きい。 しかもそのようにしてアジアに 

還流した資本の 多くは直接投資の 形だったために ，アジア NIEs や ASEAN 諸国 

には次々と新しい 技術やノウハウが 導入され，生産能力と 国際競争力を 爆発的 

に向上させたのであ った。 また，アメリカや 日本などの先進諸国が 国内市場を 

開放してアジアの 途上経済で生産された 商品を受け入れる 体制を整えたり ， ア 
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、 ジア諸国で中間層が 増加したりしたことに よ りアジア太平洋地域全体の 需要は 

拡大しアジア 太平洋では地域 大 に生産と消費を 両輪とする構造を 構築するこ 

とになった， 4. 。 

戦後のアジアの 成長に関するこのような 解釈は ， 少なからずⅡ， EC の基本的 

，性格と制度形態に 影響を与えてきた。 APEEC の 揺藍 期から理念として 掲げられ 

てきたオープン・リージョナリズムも ，市場の開放によって 経済成長したとい 

ぅ 経験的認識の 反映として創出された 概念としてみなすことができょ ぅ " 。 た 

だ リージョナリズムは ，あ る一定の地域 (= リージョン ) を他から区別するこ 

とに意味を求めるわけで ，リージョナリズムに 反意語的意味を 持つ「オープン」 

という形容詞を 加えることが 結果的にどのような 意味をもたらすことになるの 

かについては 必ずしも域内で 共通の理解を 得ていない。 例えば小島は ， 「 オ一 

プン」には「市場原理に 基づいた貿易の 自由化」と「 APEC の協力体制から 生 

まれた価値の 域内外への無差別適用」という 二重の意味が 含まれていると 述べ ， 

この「二重のオープン」こそが 多様で不均質なアジア 太平洋地域の 国家群を収 

飯 させると説明する "   。 しかしそ う 説明されるからこそオープン・リージョ 

ナリズムは概俳の 内部に矛盾をはらむとして 多くの批判を 浴びることになっ 

六 - @ 。   

例えば貿易の 自由化を， しばしば行われるように 相互主義に基づく 交渉によ 

って実現しようとすれば ，同様の資格で 参加しているメンバ 一間であ っても 弱 

小国が大国に 従わざるをえな い 場面が出てきたり ，メンバーとメンバー 以外と 

の間に壁をつくってしまったりする 危険性があ る。 そのためⅢ， EC ではメンバ 

一 を全て同列に 扱 い ， またメンバー か 否かを問わず 地域協力として 生じる利益 

を 与える無差別原則を 採用してきた。 しかし，メシバ ー を全て同列で 扱う レ @ 

が   可能かどうかについてはともかく ， もし域内外の 国々に 皿 ， EC の恩恵を均 据 

させることが 可能ならば，各国はわざわざ   AP,EC メンバーとしてコストを 払う 

ことを避け，利益だけを 享受するフリーライダ 一になるのではないか。 さらに 

弱小国が大国に 威圧されるかもしれないという 危惧を払拭させるために 導入さ 
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れた非拘束の 原則は，国内の 自由化政策を 握らせる要因になりはしないのか 一 

一皿， EC を「オープン」なものにすることについては ，特に APEC の三大 住め 

1 つであ る自由化の実行性という   点で以上のような 疑問が提示されてきた。 と 

りわけ，そのような 協力形態によって 引きおこされた 早期自主的分野別自由化 

(EarlyVolunta 甲 SectorUberalization;EVSL.) の結果 や ，アジア金融危機への 

影響を指摘したものは 数多 い "   。 

しかしながら ，それらの批判はいく っ かの重要な点を 見過ごしていると ハリ 

スは 言 う 。 これまで各政府の 自主性に任せる 形で進められてきた 経済の自由化 

と地域協力の 経験は ， 少なからず地域の 発展と国内経済のボトムアップを 実現 

させてきた。 問題とすべきは ， メンバ一間に 見られる相互主義のとらえ 方の違 

いをどのように 克服するか，あ るいは国際レジー ム との連携をどのように 図る 

べきかなどといった 点ではないのか "   。 そして相互主義のとらえ 方の違いや国 

際 レジー ム との連携について ， 肝 ， EC を取り巻くⅡ だ 兄に鑑みながら 解釈すれば， 

やはり市場原理を 重視した現在の 緩やかな枠組みこそが 相応、 しかというのであ 

る 。 ここにはアジアの 弱小国への配慮が 少なからず垣間見える。 

エリックは， WTO との比較から APRC の「オープン」 な 性格を重視しだ。 

彼に よ ると APEC メンバーは地域レベルでは 自由化の実行性を 問われない環境 

にあ るのに， WTO レベルでは国際レジー ムに 従うよう 「 暗 異なの圧力」に 直面 

しつつあ る。 ここで彼が「暗黙の 圧力」というのは ， WTO を中心に国際村会 

で問われはじめてきている 自由化実行に 対する説明責任であ り， 皿 ， EC メンバ 

一間の慣行としてあ った 片 務的で自主性に 基づく自由化とは 全く，性格を 異にす 

る 。 経済政策に関する 国家政府の裁量範囲を 最大限，に認めあ うことに慣れてい 

たいくつかの APEC メンバ一にとって ， Ⅵ だ 0 の求める合意事項の 遵守はまさ 
に 「圧力」なのだと 言うのであ る。 そして，その「圧力」によって 生 - じる歪み 

をエリックは 憂慮する。 もちろん彼は WTCN による自由化に 一定の理解を 示し 

ては い るが，一義的には 自主的な国内市場開放が 導いたアジア 太平洋という 地 

成形成とⅡ， EC 創出の事実を 重視し，無差別原則や 非拘束の原則を 打ち出した 
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意図へ配慮することの 重要性を主張するのであ る。 

そもそもⅥ「 ro が企図する， 自由で活発でグロー バルな 規模での経済交流の 

実現は，基本的に 苗 ， EC の精神と合致するが ，必ずしも関税障壁の 除去だけが 

その手段というわけではない。 メンバ一間での 政策協調も経済交流の 活発化を 

促すことにかわりはなく ，無差別原則や 非拘束の原則とも 乗り入れやすい 形態 

であ る。 エリックは WTO など国際社会からの「暗黙の 圧力」に対して ， 

Ⅲ， EC が政策協調の 分野で対応してきていることに 注目し APRC での協調の 

形態が「開放経済連合 (OpenEcono ㎡ cAssociation) 」として現れてきているこ 

とを指摘した ， 9   。 

開放経済連合とは ，Ⅲ， EC 賢人会議の構成員であ った m 澤 逸平が， B. バラッ 

サの提示した 分析概念に代替するものとして 導入したものであ る "   。 小澤 は， 

バラッサが国際協力の 中期段階に想定した 政策協調・政策調整について ，実際 

には初期段階から 始まっており ，部分的に成功を 収めてきていることに 目をつ 

けだ。 彼に よ ると，統合を 進めるには関税や 数量制限などといった 差別待遇の 

撤廃だけではなく ，政策や制度の 調整も必要となるし 政策や制度の 調整を進 

めれば，関税の 引き下げがなかなかうまくいかなくとも 統合効果は期待できる 

という。 開放経済連合は 古典的な自由貿易地域と 違 い ，域外差別的な 性格は持 

たない。 政策協調や各種の 協力プロバラムについて 可能な限り域内外を 問わず 

均揺 させて GATT/WTO 体制と整合性を 持たせる "   。 

ただ域内外への 虹 差別適用と言っても ，果たしてそれはナンセンスではない 

のかという批判が 付きまとう。 つまり，関税障壁の 削減とは違う 分野で国際協 

調を促進させようとしても ，域外への無差別適用となると 結局は非メンバ 一国 

がただ乗りしメンバ 一に対するコストを 増加させてしまうのではないのかと 

いう 指摘が再びなされるのであ る。 その ょう な批判に対し 小澤 は ，政策協調 

においては APEC が無差別・非拘束の 原則を維持するとしても 相対的にただ 乗 

ァ ) されにくく， どちらかと言えばメンバ 一であ ることの優位性が 感じられるは 

ずだと説明する。 むしろⅢ， EC メンバ一の経済発展はメンバ 一政府間だけでは 
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なく域外諸国との 関係緊密化に 大きく負われてきた 経験からして ，域外に差別 

的な枠組みになることは 避けなければならない "   。 しかもアジア 太平洋での国 

際 協力の実態を 見ると，その 殆どが各国政府の 自主性が原動力となっているた 

めに，地域協力の 展開においては ，あ くまで各国政府の 自助努力に依存するこ 

とが現実的であ る。 ゆえに APRC では， WTO や IMF のような国際レージー ムと 

整合的な範囲で 個々のメンバ 一のイニシアティブを 尊重しながら 政策対話や協 

調 プロバラムを 実施していくことこそ 重要であ り，Ⅲ， EC の意義もそこに 存在 

すると説明した ， 3. 。 

このように無差別で 自主的な自由化による 発展という歴史認識を 持つ論者 

は ， 川 ， EC が現在以上の 権 限を持ち，拘束力をメンバ 一に対して強めることに 

否定的だ。 この背景には ，アメリカなどとの 交渉の場になったり ASE 皿寸 を弱 

体 化させたりするかもしれないという 懸念を抱く メ シバ ー への気遣いが 見てと 

れる。 ここから APEC の権 限強化に否定的な 議論には， 自由な国際貿易投資 体 

制の実現と大国の 脅威への配慮という 現実政治に鑑みた 思考過程を発見するこ 

とができる。 

(2) APEC の 丈サ 井関 ィ系 

皿 ， KC の創出に関わった 政府関係者の 中には，市場主導型での 経済交流の活 

発 化が自然発生的に「地域」の 創出を導いたという 認識が根強く ", 皿 ， EC と 

して特に制度強化を 行わなくとも「地域」としての ガヴア ナンスが予定調和的 

に 実現され ぅ るという楽観的な 姿勢がしばしば 見られる， ，   。 しかし， 各 メンバ 

一の経済状況を 見ると一人当たりの GDP 額がメンバ一間で 最大 80 倍にものぼ 

り， またメンバ一によって 主要輸出品目が 一次産品であ ったりハイテク 商品で 

あ ったりするなど 多様性は大きい "   。 ここから 各 メンバ一の「地域」に 対する 

期待がそれぞれに 違っていることは 容易に推測され ，市場主導で 形成されてき 

た アジア太平洋という 地理的範囲が「地域」として 特段の策をとらずにこのま 

まガ ザア ナンスを実現させつづけられるのかという 疑問が出てきても 不 ，思議で 
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はない。 

一 ブ "  。 イ - タ一は ，その 23 な メンバ一間に 見られる多様性や 不均質さが APEC 

としての自由貿易の 実現にどのように 影響するのかという 観点から 皿 ， EC を 考 

察した。 1994 年のインドネシア 会議で，「先進経済は 2010 年，途上経済は 2020 

年 までに自由な 貿易と投資の 実現を図る」と 合意したことについて ，この程度 

の 目標設定が果たしてメンバ 一政府の参加インセンティブにどれだけ 影響を与 

え ， どれだけ共同歩調を 生み出すかは 未知数とされる。 というのも，   
「 2010/2020 年までの自由化」はスローガン 的には一見わかれ ) やすいが，その 

内容をどのように 具体化して実現させていくのかという 最も重要な点は 暖味な 

まま留保されているからであ る。 実は，このような 暖 味な留保は皿， EC として 

対外共通関税を 設定することが 難しいことを 表しているのだとディーターは 説 

明する。 例えばシンガポールのように - 律の対外開放と 対外共通関税の 設定に 

積極的なメンバーもいれば ， 日本や韓国のように 個別産品によっては 貿易上の 

障壁撤廃を譲らないメンバーもいる。 後者の主張に よ る 」 レ そもそもアジア 人 

平 洋地域では APEC の創出に先行して 事実上の経済統合が 実現していたため ， 

その地域を後付け 的に自由貿易 圏 として設定することは 総論的に賛成されると 

しても，メンバ 一間に見られる 不均質さと， さらなる自由化の 必要性を実感す 

メ る ンバ一の少なさから ，いまだ各論にお し 、 て 合意が得られないⅡ 犬 Ⅴ兄にあ ると 
いうのであ る。 ただ興味あ ることに，「 2010/2020 年までの自由化」について 

その 26 な 総論賛成・各論反対の 状況が続いてはいても ，Ⅲ PEC に崩壊の兆し 

は全く見られないしメンバ 一間の収敬虔 も Ⅲ， EC が一番脚光を 浴びた 1990 年 

代前半と比べて 落ちてきているわけではない。 果たしてⅡ， EC が解体へと向か 

わず求心力を 維持しているのはなぜなのか。 その 1 つめ 答えは 皿 ， EC の政治ア 

クターとしての 役割に求められる。 

20 世紀後半，世界中で 様々な地域的枠組みが 創出されるにしたがい ，世界 

経済が分割されることへの 懸念もしばしば 高まることがあ った。 特に， 1980 

年代終わりから 1990 年代初めにかけて ，北アメリカ ， ラテンアメリカ ， ョ一 

39 



横浜国際 繍斉 ; 共 学第 14 巻第 1 号 (2005 年 9 円 

ロッパ等で経済統合が 進展し世界経済は 再び地域ブロックへと 分解されてし 

まうのではないかという 声がささやかれた。 奇しくも GA Ⅱ T ウルグアイラウン 

ドが 暗礁に乗り上げそうになった 時期と重なれ ), 世界的な貿易体制の 確立を危 

う くした瞬間だった。 アジア太平洋地域でも 1990 年代に入ってメンバーを ア 

ジア諸国に限定した EAEC がマレーシアから 提案されると ， APEC 内でアジア 

対 アメリカ・オーストラリアの 緊張関係が高まれ ), さらなる分極化が 危惧され 

ていた " 。 この 26 な 状況下でⅡ， EC は共同宣言等をとおしアジア 太平洋地 

域 が市場開放と 多角的な相互依存関係によって ，経済成長してきたことを 他の 

地域的枠組みに 示そうとしてきた。 また，Ⅱ， EC 会議の公式あ るいは非公式な 

場 では，域内に 形成され だ準 地域的枠組みが 先鋭的なブロックにならぬ よう ， 

メンバ一政府が 情報交換を行ったり 牽制したりすることもしばしばあ った。 デ   

イーターはこの 点を重視して ，Ⅲ， EC には地域的枠組みや 準 地域的枠組み 間の 

架け橋的な役割が 期待されているということを 指摘し域覚を 排除するほど 制 

珪化を図らなくても 地域的枠組みは 維持されることを 主張した 為     

APEC の対外関係と 国際的位置付けから APEC の存在意義を 見ることについ 

ては，マニンバも 同様であ る。 彼の場合，多角的貿易システムの 整備を図る 

GATTT を APEC が補強する点で 重要な役割を 果たすと考えた。 皿 EC は創設以 

来， GATT/WTCM 体制の維持と 発展に寄与することを 目的の 1 っに 掲げ ， 

GATTr/WwTrCM 体制に沿 う ような協調行動を 打ち出してきた。 それゆえ，その 経 

  験は， 特に，孤立して GATT 原則から反れる 可能性が指摘されていた EC ( 当 

時 ) から譲歩を獲得する 上で重要な足場となるだろうし ，場合によっては 

GATT" 『以上の自由化を 実施する布石にもなりえるというのであ る "   。 GATT 以 

上の自由化実現の 布石となることについてはチェンも 言及しているが ，彼は中 

でも 1996 年に APEC で合意された 情報市場協定に 注目した。 GATT からⅥ @TO 

へ 脱皮して間もない 当時，情報市場での 障壁削減は WTO 体制の新機軸として 

注目されていた。 APEC でも WTO での動向を先取 ナ ) する形で情報市場に 関す 

る協調について 早々と合意を 得，「 WTO プラス」と呼ばれる 画期的な動きを 展 
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聞 していた。 その後，情報産業に 関する関税削減の 実施は，結局のところ 

APEC ではなく WTCM によって担われるようになったが ， この例をとおして 

皿 ， EC がアジェンダ 設定等において ， WTO のような他の 国際機関を補完し 時 

に クリティカル・マスとなりうる 機能を持っていることが 確認、 されている 30   ・ 0 

このようにⅡ， EC の意義を他の 地域的枠組みとの 関係に求めることは ，多様 

， 性に富むアジア 太平洋地域において「緩やかな 制度形態のまま ，いかにガ ザァ 

ナンスを実現させ つ づけられるのか」という 問 い への 1 つめ 答えとして出てき 

た。 但し他の地域的枠組みとの 関係を重視する 論考を注意深く 読むと，そこ 

には総論賛成・ 各論反対に よ るメンバー離散を 避けるために ，緩やかな制度を 

維持させなければならないという 配慮が埋め込まれていることが 確認される。 

緩やかな制度がメンバーを 脱退させることなくⅡ， EC を維持するために 不可欠 

であ ることの議論的根拠として ，論者たちは 緩やかな制度形態は 他の地域的 枠 

組みとの関係での 重要性を示したのであ った。 

しかし政府アクタ 一に主眼を置く 視角は，多国籍企業や 投資家の活動を 過小 

評価しすぎている 傾向にあ る。 例えば 1997 年のアジア金融危機のように ，民 

間アクターが 不完全な市場と 有形・無形の 制度の中で戦略的計算を 行ってきて 

い る様子は，政府に 主眼を置いたままではなかなか 見えてこない。 

4  民間アクターを 中心とする視点、 

( 1 ) 民間アクタ一の 参加 

日系企業をはじめとする 多国籍企業は ，各国間のインフラ 整備や労働者の 質 

的違 い ，賃金格差などを 踏まえ，資本移動をとおして ，生産過程の 効率的な配 

置を行ってきた。 今日のように ，多国籍企業がアジア 太平洋地域で 国境を越え 

た資本配分を 活発化させるようになった 歴史的背景としては ，以下 3 つの事柄 

が 挙げられよ う 。 

第一に，戦後， アジアを復興させるためにアメリカによって 画策された三角 
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貿易体制があ る。 アメリカはまず ，アメリカからま 是 供されるドルを 元手に日本 

の企業がアジアから 原材料を調達し 製品を輸出する 生産する体制を 作り上げる 

ことを企図した。 これにより日本企業の 戦後の生産基盤が 確立されるとともに ， 

日本とアジアとの 民間レベルの 輸出入をとおした 経済協力関係が 再構築され 始 

めた 3,   。 

次に， 1960 年代半ば， 日本がアメリカ ヘ 大量の綿製品を 輸出したことをき 

っ かけに本格的に 深刻化するようになった 日米経済摩擦が 挙げられる " 。 アメ 

リカ による厳しい 輸出量削減要求への 対応として， 日本企業は今日アジア 

NIEs と呼ばれる第三国経由での 生産，輸出体制へと 切り替える選択、 をし始め 

た 。 ここに， 企業が技術やノウハウを 伴った資本を 移転し賃金格差を 利用し 

て 国際競争力を 確保しょうとする 生産バターンの 変化を見ることができる。 

さらに三つめとして ，ブントン・ウッ ズ 体制崩壊後，多国籍企業が 為替レー 

トの違いをビジネス・チャンスに 生かし始めてきたことがあ る。 変動為替相場 

制 が国外からのインフレを 十分に制限できなかったり ，投機リスクの 増大や相 

場の乱高下などの 欠点を持ったりすることが 次々と明らかにされる 中 ，多国籍 

企業は当初から 変動為替相場制の 採用に好意的だった "   。 多国籍企業は 為替 レ 

一ト 増価と減価をうまく 利用しかって 一国内で完結していた 生産と流通の 過 

程を細分化して 海外へそれぞれ 移転するなど ，変動為替相場制の 中にビジネス 

を 発展させる好 / 幾を見出したからであ る。 しかし経済のボーダレス 化が加速し 

たことで，各国経済の 予測可能性は 低下したり一国で 対処できない 問題が増加 

したりするようになり ，変動相場制採用後，次第に 国際協調が様々な 分野で 求 

められるようになった。 例えば最近では ，投資市場の 国際化と複雑化が 進むに 

つれて，市場を 監視し不正な 取引に適切に 対処しようと ，複数の国家による 密 

接 な情報交換が 求められてきている。 

Ⅱ， EC に関する研究の 中には，企業活動が 国境を越えて 展開されている 状況 

に 関し民間アクターを 注視しながら 分析する視座が 早くから存在していた。 

それは現実のⅢ， EC が企業や市場の 動きに当初から 敏感だったことにも ，いく 
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ぶん関係しているかもしれない。 特に ， Ⅲ， EC を唱導した豪州政府は 市場の動 

きへうまく対応、 していくことをⅡ， EC に期待しており ，それがエヴァンズ 豪州 

外務経済相に よ る第 1 回会議の議長総括に 現れている。 第 1 回 皿 ， KC 経済閣僚 

会議の議長総括では ，官民を巻き 込んだ密接な 経済協力関係がアジア 太平洋地 

域 に存在し もはや一国レベルではコントロールしにくくなってきている 現実 

を認めるとともに ，市場の動向を 見据えてアジア 太平洋地域レベルでの 改革を 

進める必要性を 訴えた 紺 。 それでは果たして ， 皿 ， RC はどのような 形で企業や市 

場の活動に介入する 余地を持っているのか。 パク は，この点について 企業が競 

手力を求めて 生産拠点を次々と 選択，移転させる 性質に注目し 皿 ， EC とⅢ， EC 

成員の役割に 言及した " 。 

今日，新しい 技術を伴った 資本は，一般的にコストと 利益の点で国際競争力 

があ ると判断される 場所へと適宜投入されている。 ただ，そうして 選定された 

' 又 、 文 アく 生産拠点は永久のものではなく ，生産活動が 軌道に乗って 一定の経済発展が 実 

現すれば，賃金や 地代の上昇等によって 国際競争力が 低下することも 往々にし 

てあ り，投資者が 競争力のあ る新たな場所を 求めて生産拠点を 再移転させるこ 

とも少なくない。 パク によると，このような 資本の移転は ，市場の覚がらの 介 

入 によって実現されるというよりも ，通常，投資者と 投資愛人者の 自己利益追 

求を原動力とする 市場原理によって 展開されている。 それゆえ投資の 自由化に 

関する問題は ，貿易の自由化と 比べると意味合いな 異ならせる。 なぜなら， 確 

かに今日，貿易も 投資も基本的には 市場本位で行われていることに 変わりない 

はものの， 自由化による 利得が享受される 条件は貿易と 投資との間で 多少異な 

るからだ。 貿易の自由化についてはフリーラ イド の危険性があ るため，一方的 

に自由化政策を 実施するだけでは 利得を獲得しにくい。 それに対し，投資にっ 

いでは一万的に 自由化を行うだけでも 投資の拡大を 実現することが 可能であ 

り，他国に比べて 優位な投資環境を 作り出しえる。 よって，投資の 自由化は各 

政府の自助努力によって 実現されやすく ， 自由な投資システムの 確立に向けた 

政府間交渉は 無駄というほかはないと パク は断言する，それでは 政府間の枠組 
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みであ るⅢ ]EC が，投資ジステムに 対してなすべきことは 何もないのか。 ここ 

で パク は，投資が各政府の 意図を越え，企業や 機関投資家など 民間アクタ一に 

よって担われてきていることから ，民間 ァ クタ一の意見がⅢ， EC プロセスの中 

に反映されるような 形にする必要があ ると主張する。 投資環境の整備について 

は 各政府にそれぞれ 任せるとしても ，今日の投資の 実態において 政府と民間 ア 

クターとがあ る程度，意思疎通を 図ることが必要であ り，そのようなシステム 

を Ⅲ )EC に加えるべきという 3" 。 

現代の企業に よ る戦略的生産バターン 決定の重要性を 認識し非政府 ァクタ 

一の観点から 国家を越えた 枠組みの積極的な 活用を認識する 点ではサガも 同様 

であ る。 サガはⅢ， EC での電気通信事業への 取り組みを観察することを 通して 

皿 ， EC の仝後のあ り方を問うた。 彼に よ ると， APEC 内では経済格差や 技術 格 

差が甚大だったにもかかわらず ，構成メンバーは 発足当初から 電気通信事業へ 

高い関心を持つ 傾向にあ った。 事実，』 虹 Ⅰ C 誕生から間もない 1990 年 5 月の高 

級 事務レベル会合で 電気通信事業に 関する作業部会を 立ち上げることが 全構成 

員 によって合意され ，同年 7 月には第 l 回 APEC 電気通信会合が 開催された。 

1995 年には APEC 電気通信情報産業大臣会議が 設けられ， アジア太平洋の 先 

進 ・途上経済がともにこの 分野での共同歩調を 本格化させた。 国連の下に設け 

られた国際電気通信連合 (ITU) が世界情報インフラ 網について政策枠組みを 

なかなか案出できずにいた 当時の現状からすると ，』 虹 Ⅰ C の電気通信に 関する 

一連の動きは 一歩も二歩も 先んじていたし 途上国経済が 参加するという 点で 

もまた画期的であ った。 これを見てサガは ，電気通信情報の 分野に限っては 

APEC は一定の成果をおさめてきていると 断言している。 ( 但しあ くまでも 

企業など民間アクタ 一に対するガ ザア ナンスという 点で評価していることに 注 

意 が必要であ る。 ) さらに論文では ， 1997 年のアジア金融危機により 明らかに 

なった課題を 提示してそれを 基に 皿 ， EC の今後の形態について 考察を行い ，パ 

クと 同様，情報インフラ 整備においては 資本や技術に 関して民間部門の 協力と 

りわけ企業の 観点を投入することが 不可欠であ ることを指摘した。 ただ パクや 
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サガの言うとおり ，民間アクターをⅢ， EC の意思決定過程に 参加させるとなる 

と， 皿 ， EC 会合は政府関係者の 親睦フォーラム 程度ではすまなくなり 経済の安 

定 化や公正さの 実現，紛争処理機能の 付加などが早晩求められることになる 舘   。 

つまり民間アクタ 一の存在を重視し 民間アクターを 皿 'EC に介入させようと 

すれば，Ⅲ "EC における透明性や 説明責任確保の 問題は不可避となり ，その 結 

果 ， システム整備や 制度強化は免れないのであ る。 

(2) 新しいアジェン ダ   の登場 

APEC の制度形態について 早くから注目していたラビンヒルは ， Ⅲ， EC が 貿 

易の自由化を 追求する以上，制度化は 不可欠、 という主張を 一貫して行ってきた。 

例えば 1995 年のⅡ， EC 大阪会議で， 自由化の実施の 際に国際協調が 危ぶまれた 

い くつかの分野に 配慮して自由化実現の 方途に柔軟性を 認めたことを 指摘し 

自由化の完全実施には APEC と並行して別立ての 二国間交渉を 行っていくこと 

が 必要だと述べている ， ，   。 彼の研究全てを 通して判然とするのは ， 皿 ， EC がも 

ともとは市場からの 要請によって 創設されたという 観点に立つとしても ， 自由 

化を阻む国内諸勢力が 存在する限り ，自動的に予定調和的な 維持，運営を 実現 

することはできないということであ る，。   ・。 実際に国内諸要因が 自由化実現の 上 

で無視できない 例は数多く， ここで改めて 言及するまでもなかろう。 そしてう 

ビ ンヒルが 言 3 23 に， 自由化を阻止しょうとする 国内言者要因を 無視できない 

ものと考えるならば ，自主性に基づく 遵守を求める 程度で各メンバ 一に自由化 

を 求める発想にそナンセシスであ り， 自主性を重んじ 緩やかな枠組みで い っ づ 

けようとするならば ， 皿 ， EC で自由化というアジェン ダ を設定していること 自 

体 に無理があ るということになる。 0   。 とりわけ EVSL において失敗したことを 

考えると，Ⅲ， EC でメンバーが 自主的に自由化を 実現することの 可能性と有効 

性については 疑問を抱かざるをえない。 そして近年，Ⅲ， EC の正統性や信頼性 

に 揺らぎが見え 始めているのも ，実はそのような 原因が大きく 影響しているの 

ではないかという 問題意識をラビンヒルは 提示している。 ，   ・。 
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確かにラビンヒルが 指摘するとお。 ), 国内の政治的諸要因に 着目すると，国 

際協調の制度化を 強めようとしないやり 方は急激に現実性を 失 う 。 しかし 

「企業バループなどの 国内諸勢力の 存在 =APEC の制度強化が 必要」という ラ 

ビ ンヒル型の議論には ，やや早まった 観があ ることも否めない。 なぜなら， 企 

業など民間アクタ 一の活動する 環境の中で，制度化を 強めなくても - 定の ガウ   

ア ナンスを実現できる 場合もあ るからだ。 貿易の自由化については ， ラビンヒ 

ルの言 うよう に ， 緩やかな制度形態が 国内諸勢力を 放置し自由化の 実現を阻ん 

でいると説明されるとしても ， ビジネス，ビザの 共通化のように 国内諸勢力の 

協力とメンバ 一政府の自主的な 取り組みによって ， 即 ，利得を得られるアジェ 

ンダ もあ り，緩やかな 制度形態のままであ っても結果が 得られる場合があ る。 

貿易自由化とビジネス・ビザの 共通化との上 ヒ 較から誤解を 恐れずにその 一般化 

を試みると，制度強化を 必要とするアジェン ダ とそうでないアジェン ダ とがあ 

るのではないか ，そして自主的な 取り組みによっては 利得を得にくかったり 利 

得が見えにくかったりするアジェン ダ では，制度強化が 要求されてきているの 

ではないか， という推論が 立っ。 もちろん国内諸勢力の 協力とメンバ 一政府学 

独の自主的な 取り組みによっては 利益が得られないとか ，利得の見えにくいと 

いった判断はその 環境に影響されるため ，Ⅲ "EC の制度強化の 要請はアジェン 

ダと 時代状況の両方に 左右されると 言えるかもしれない。 ，   。 皿 ， RC の制度強化 

に 関して 1997 年のアジア金融危機後，特に 頻繁に議論される よう に な た 

とは，その顕著な 例であ ろう   

パークによると ，アジア太平洋地域での 環境とエネルギー 供給の問題は 今後 

深刻になっていくという。 既に ASEAN では環境に関する 国際協定を結ぶ 動き 

が 見られるが，Ⅲ， EC においてはフォーマルな 規制的枠組みを 忌避する雰囲気 

はいまだ強いため ，環境やエネルギー 供給問題に関する 国際協調が要請される 

今日においても ，協調がメンバーを 拘束する形をとったり ， もしくは条約的な 

議定吉によって 担保されたりすることにはメンバ 一内から反対の 意が表明され 

てきた，しかしながら ， これらの問題は 一国レベルで 到底対処できる 問題では 
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ない。 皿 ， EC として環境問題やエネルギー 供給問題が今後深刻さを 増していく 

ならば，あ る程度の強化は 必然的に求められるようになるのではないのかと バ 

一クは 高 6 。 3   。 

企業など民間アクタ 一の活動を重視すればⅡ 屯 C の制度強化を 視野に入れざ 

る みえないという 見方は， これまでⅢ， EC での主な論題だった 貿易の分野だけ 

ではなく新しいアジェン ダ との関係でも 展開されてきている。 世界的あ るいは 

地域的動向との 関連で今後も 次々と新しいアジェン ダ が持ち込まれる 可能，性が 

高いことからして ，制度強化を 求めるアジェン ダ とそうでないアジェン ダ に つ 

いてはさらに 精査する 必 、 要があ ろう。 

5  結語 

Ⅲ )EC の制度化に関する 議論は最初に 述べたとおり ，煩雑すぎて 簡単に整理 

できる対象ではない。 しかしⅢ， EC の制度化に関する 議論が，今後のアジアで 

の 地域的協力を 考える上での 基盤になりうることから ，本稿では政府アクター 

と 民間アクターそれぞれに 注目する視角に 分類し，検討を 行った。 

政府アクターを 中心に見る論者は ，国際的な自由貿易体制の 実現や大国の 脅 

威を感じるⅢ， EC メンバ一の存在，総論賛成・ 各論反対によるメンバー 離散 や 

APEC 解体の危険性などに 配慮する。 その結果，彼らはⅢ， EC が緩やかな制度 

形態を維持することが 現実的であ ると判断してきた。 他方，企業や 投資家など 

の 民間アクターを 中心視角にすえる 論者は，民間アクタ 一の活動形態とアジェ 

ン ダ によっては，あ る程度の制度強化は 必至だと主張する。 

仏 PEC 制度化論のスタンス ] 
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政府アクター 中心の視角と 民間アクタ一中心の 視角の 2 つに分けた結果とは 

  言え，これら 2 つの見方の間には 面白いことに ，Ⅲ PEC を維持する上で 脅威と 

見る対象が全く 違ってきていることは 興味深い。 政府アクターを 中心とする 視 

角は大国の存在や 経済交流の鈍化・ 継 絶を脅威とする 一方，民間アクターを 中 

心に見る視角はトランス・ナショナル な 民間の動きを 脅威としている。 つまり 

制度化の程度を 判断する際，大国や 分極化への脅威が 強ければ緩やかな 制度 形 

態 をよしとするスタンスとな ル ), 逆にトランス・ ナ、 ンヨ ナルな動きへの 脅威が 

強ければⅢ， EC の制度を ょン ) 強化した形態に 深化させようとする 立場をとって 

きているのであ る。 この仮説が正しいとすればアジア 金融危機後， 苗 ， EC はも 

つ と強固な制度を 備えるべきだという 議論が各方面から 噴出したのは ，民間 ア 

クタ一の活動実態に 対しての興味と ，それらのトランス・ナショナル な 動きへ 

の脅威が高まったことによるという 説明も成り立つ。 しかしながら ，それを 証 

明 することは本稿の 問題領域を越えており ，改めて議論されねばならない。 も 

ちろんそこでは ，アジア太平洋地域の ガヴア ナンス上の課題とそれに 関わる ア 

クターを見定め 考察することが 求められよう。 

1 ) Ⅲ 'EC 創設 時 ， アメリカ， カナダ， 日本，韓国，オーストラリア ，ニュー、 ジーランド       イ、 / 

ド不 シア， タイ，マレーシア ，シンガボール ，フィリピン ，ブル 小々が 参加していた。 以降 

メンバー数は 次第に増加し ，現在ではメキシコ ，チリ，ペルⅠロシア ，中国，香港，台湾， 

ベトナム，パプアニューギニアを 含め 21 に及んでいる。 香港と台湾にそれぞれ 一 アクター 

として参加を 認、 めている関係上， APEC のメンバーは countrjes ではなく economies という 取 

り 扱いがなされている。 

2) 2005 年 3 月， ソウルで開かれた APEC 高級実務者会合で 合意された本年の 優先活動分野は ， 

自由貿易のさらなる 推進，腐敗との 戦い，知識基盤型社会の 繁栄の共有，人間の 安全保障， 

中小・零細企業の 育成と女性の 参画， A  PE  C  改革， 異文化間の交流の 促進の 7 点。 

http://www.apecsec.org.se/apec/documents ゴ epo 「 tS/senior コ市 cial 牡 meetings/2005.ht 血 よ 

り人手。 (2005 年 4 月 22  日アクセス， 

3) 人文科学および 社会科学の分野を 含が学術論文データベース A ㏄ ん勿わ Se 雄肋 Ez ルはよ ると， 

Ⅲ， EC について取り 扱っている論文は ， 1989 年に 1 本 ， 1990 年に 2 本を見 ぃ だすことが - でき 

るすぎない。 

4) 最近になるまで 国際関係論で 使用さ #L る 「制度」という 言葉は ， 専ら内部機関の 充実や明文 
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化されたルールなどフォーマルな 形態としてとらえられてきた。 しかしアジア 太平洋地域 

で APEC やⅢⅣなど新しい 地域的枠組みが 出現するにつれて ，規範や事前交渉のフレームワ 

ークなど，明文化されない 形もまた「制度」に 含まれるとして 捉える試みがなされてきてい 

る。 例えば，椛島洋美 r Ⅲ )EC の制度化に関する 一考察   アメリカのアジア 太平洋への 接 
近を中心として   」「政治研究』第 49 号， 2002 年， 117 一 153 頁所収，鈴木早苗「緩やかな 
協議体における 議長国制度の 意義   皿 ， EC サミットを事例として   」『国際政治』第 132 
号， 2003 年， 138 一 152 頁所収。 を見るとよい。 

5  @  PeterD Ⅳ sdaIeandTadashiTerada,Asia-Poac 荻 cEcono 附わ Co ゆ e 翔 t7nw:C わ ¥flc 切椛俺化 付加 俺 0 れ 

切 eWoorAdEcono 何 y,RoutIedge,2006. (notyetpubIished) 

6  @  ASE 押寸 プラス 3  も東アジア共同体構想も ，現在のところ 日本が率先してイニシアティブを 

とっているが ，面白いことに ， APEC  創出ももともとは 日本からの強いイニシアティブに よ 

るものであ った。 日本国際フォーラム 政策委員会『政策提言一東アジア 経済共同体構想と 日 

本の役割 一 ] 日本国際フォーラム ， 2003 年，谷口調『東アジア 共同体 一 経済統合のゆくえと 

日本一」岩波新書， 2004 年，菊池 努 「 AP,EC 一 アジア太平洋新秩序の 模索 一 ] 日本国際問題 

研究所， 1995 年，船橋洋一「アジア 太平洋フュージョン 一 APEC  と日本Ⅱ中央公論社， 

1995 年。 

7  @  "JointS ぬ tement:l"APEC  MinisteHalMeeting",November 珪 7,1989. 

h は p ゾ /Www.apecsec.org.sg/content/apec/ministeriaI づ tatements/annual 一 ministeriaI/1989 コ st 

  コ pe 巳 I ㎞ nisteriaI.ht 血 (2005 年 4 月 22 日アクセス ) 

8) この現象についてはフラバメンテーション 理論として扱われてきている。 もともと一国内で 

行われていた 生産活動を分割し 複数の国々の 中に立地させるのは ，生産工程を 地理的にひ 

とまとまりにしておかなくても ，輸送や通信にかかるコストや 国内制度の違いによるコスト 

が十分に低くなってきているからだという。 

9) ア グロメレーション 論として知られる。 

10) 国際貿易理論の 最近の動向については ，木村 福成 「国際貿易理論の 新たな潮流と 東アジア」 

「開発金融研究所報 ] 第 U4 号， 2003 年， l0f 一 Ⅰ 16 頁所収 を参考にした。 

Ⅰ 1) この時代のアジアを 渡辺は「停滞のアジア」と よ んでいろ。 渡辺利夫 旺 成長のアジア イ古 「 廿 

の アジア ] 東洋経済新報社， 1985 年を参照。 

12) このあ たりの分析については 既にたくさんの 論稿があ る，例えば，黒田 眞 「アジア太平洋協 

力の推進について   協力による発展の 時代   」「ジェトロセンサー』第 39 巻第 457 号， 
1989 年， 30 一 32 頁所収を参照。 

13) そのようなアメリカの 基本構想は細部でいくぶんの 乖離があ ったとはいえ ，およそ実現され 

た 。 第二次世界大戦直後のアジア 太平洋における 地域秩序形成の 背景については ，白石 隆 

「海の帝国   アジアをどう 考えるか   」中食新書， 2000 年， 128 一 142 頁を参照。 
14) そして中国も 1978 年の中国共産党第三回中央委員会総会以降の 改革開放政策によって ア、 ジ 

ア NIES や ASSE 田マ諸国と類似の 軌跡をたどりながら 急速な発展段階に 入っていった ，渡辺利 

夫「アジア新潮流   西太平洋のダイナミズムと 社会主義   』中 分 新書， 1990 年， 4   5 
頁。 
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横浜国際経済法学第 14 巻第 1 号 (2005 年 9 月， 

15) だからこそ逆に ，閉鎖的な経済統合になってしまうことの 懸念も強いと 言えよう。 オーブ 

ン・リージョナリズムは ，現実描写的にも 規範的にも使用さ 力 1, ることがあ り，極めて論争的 

な概念であ る。 国際貿易システムにおけるオーブン・リージョナリズムの 意義に関しては 以 

下 参照 o  Ross  Garnaut, OPen  Regionalis 仰 an イ Trrade ZAiberafizafto 川 An  Asia-Pac 仇 c 

Confribufiion  totheWor4dTr 翔 dgS ノ w,stem,Singapore;InstltuteofSoutheastAsian  Studies,1996. 

16)  小島 清 「オープン・リージョナリズム   新世界経済秩序の 形成原理   」「世界経済評論」 
第 36 巻第 12 号， 1992 年 23 一 38 頁 折 り X,  及び同誌第 37 巻第 1 号 81 一 85 頁 折 り Xo 

17) EvSLL の失敗に関する 分析については ，岡本次郎 偏 り 叩 EC 早期自由化協議の 政治過程一一共 

有されなかったコンセンサス   』日本貿易振興会アジア 経済研究所， 2001 年を参照。 
18) reciproc@ を di 血 sereciproc@ と specl6lcreciproc@ のどちらでとらえるかについては メン 

バ 一間で認識に 違いがあ るという。 Stua れ Harris,  "Asian  Mult Ⅱ・ ateraIIns 血 utions  and  their 

response  to  the  Asian  Econo ㎞ c  Crisis:The  Regionaland  引 obaIrmplications", Th り几 c 荻 c 

Revie 穏 (13.3),2000 ， pp.49 年 5166. 

19@  ぬ ndrew  団 ek,  袖 J,EC:Anlopen  Econo ㎞ cAssociation  in  the  Asia-PacifiC  Region",B 甲 tBora 
and  ChristopherFindIay  (eds.),R 雙 ionof ぬ確粍 t7on  an ピ fhgAsio-Paac 仇 c, Melbourne" Oxford 

Univers@  Press,1998,pp.223-234. 

20@  バラッサは特定の 地域内での差別待遇の 排除に注目しその 達成度を 5 段階 ( 自由貿易地域 

づ 関税同盟づ共同市場づ 経済同盟 っ 完全な経済統合 ) に分けて説明した。 cf. BeIaBalassa, 

力 heTh%eo ひが Econo 何わ劫 才略 移 fion,IlIinois;I Ⅳ in,1961.1950 年代から 1960 年代初めにかけて 

盛んだった統合理論は ， EC の現実政治と 理論の正当性が 疑問視されてその 後下火になった 

が ，国境を越える 様々な枠組みを 分析する出発点として 示唆を与えてくれる。 詳しくは，椛 島 洋美「ポスト 冷戦期における 国際統合理論の 視点 オーブン・ リ ナ リズムの批判 

的検討   」『政治研究」第 46 号， 1999 年， 83 一 128 頁 斬 り Xo 
2n  小澤逸平「アジア 太平洋における 地域経済統合と 日本の選択」『世界経済評論 J 1993 年 7 月 

号 所収。 

2 刀山淫逸平「東アジアの 地域協力と日本」『貿易と 関税』第 52 巻第 1 号， 2004 年， 4 一 12 頁所 

収。 

23) 小澤逸平「アジア 太平洋の地域主義と 日本の戦略」「国際問題』第 494 号， 2001 年 5 月， 2 一 

15 頁 所り xn 

24) 「地域」の形成パターンは 大きく 2 つに 分けられる。 国家間で「地域」を 政策として人工的 

に生み出したあ と，経済交流に よ る地域化という 実質的な内容が 実現するパターン と ， 自然 

発生的に生まれた 経済圏を国家間で 後から「地域」として 認めるパターンであ る。 詳しくは， 

椛島洋美「ボスト 冷戦期における 国際統合理論の 視点」双掲論文 92 一 95 頁を参照。 

2 引木棉では，ガ ザア ナンスを「 選 好の異なる多様な 主体が，継続的あ るいは断続的に 接触しあ 

う 政治空間において 創出される自己統治」という 意味で使うことにする。 そもそもガ ザア ナ 

ンスという言葉について ， これを描写概念に 限定して使うか ，分析概念として 有用か， とい 

う点ではいまだ 論争が続いているが ，本稿での考察には 大きく関係するものではないためこ 

の点には立ち 入らない。 
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APEC の制度化に関する 理論的視角 
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